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　中小企業経営者のほとんどが、「自社を誰にどうやって継がせるのか」という、事業承継問題に直面します。事業承継問題は、「廃業するか継続するか」「継続するとなれば誰を後継者にすえるか」など多くの問題点をはらんでいます。
平成23年3月発表の「事業承継実態調査報告書」（独立行政法人中小企業基盤整備機構）によれば、中小企業の経営者のうち、家族・親族への承継を考えている人が最多の40.2％となっており、明確に決まっていないのが28.8%、役員・従業員への承継が14.3％と続いています。
■事業承継先について
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とりあえず家族・親族へ承継させることが決まっているためうちは一安心といっても、多くの場合「どうやって継がせるのか」という観点が見逃されがちです。
　前出の「事業承継実態調査報告書」によれば、中小企業の７割は株式会社であり、平均してその株式の66.4％を経営者が保有しています。
■企業形態
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■経営者の株式保有割合
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　株式会社を後継者に譲渡するには、持ち株を譲渡するステップを踏まなければなりませんが、会社の業績が好調であればあるほど譲渡に困難が伴います。
　公開していない株式の評価は業績に連動するため、高い業績を上げていると自社株の評価額が高額になり、多大な贈与税や相続税が課されてしまうのです。


後継者がしっかりと経営権を握るためには、最低でも過半数、できれば３分の２以上の株式を確保しておく必要があります。なぜなら、役員の選任・解任には株主総会における過半数の賛成が、また組織再編や会社が株式を取得する場合の承認などには３分の２以上の賛成が必要となるためです。
　これにより、「株式の移転に多大な税金がかるから」と気軽に分散してしまうわけにもいきません。自社株を一度分散して贈与してしまうと、再度買い集めるには非常な困難が伴います。
「うちは兄弟姉妹間が団結しているから大丈夫」と複数の兄弟姉妹に分散して相続させる例は珍しくありません。しかし、経営者の子どもである兄弟姉妹間ではうまくいっていても、さらにその次の代の相続ともなれば、株式を受け継いだ人間がそれぞれ全く違う考えを持っていても不思議はありません。株は一度分散させてしまうと、当初の思惑とは違う事態が発生し得るということを肝に銘じておくべきです。
なお、会社法には、定款で定めてさえいれば、相続等が生じた際に相続人等に対して承継予定の株式の売渡を請求できる規定が設けられています。
　しかし、本売渡請求は、総株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、かつその議決権の３分の２以上の賛成がなければなりません。
　以上などから、やはりできれば後継者は３分の２以上の株式を取得しておくことが望ましいといえるでしょう。

自社株は気軽に分散・売却して贈与や相続をするわけにいかないため、相続財産のほとんどが自社株である場合、納税資金がないという問題に直面してしまいます。物納することも可能ですが、そのためにはクリアしなければ要件が多いのが現状です。
この問題を解決するため、平成21年に導入された制度が「相続税・贈与税の納税猶予制度」です。
　本制度は、現経営者から贈与や相続などによって後継者が取得した自社株にかかる贈与税・相続税について、その一定額の納税が猶予されるというものです。
　本制度を活用するとどれほどの効果があるかを、Ａ社を例に取り確認してみましょう。

　上記の場合、納税猶予制度を利用すると相続税の支払いは次のようになります。












納税猶予制度を利用しなければ自社株に係る相続税額が6,000万円だったところ、利用したため600万円で済みました。相続段階で実に5,400万円もの節税となるのです。
　なお、上図は現行の税率で計算していますが、平成27年１月からは下表右側の税率が適用されます。
■税率の改正（色つきの部分は改正点）
	課税標準
	税率
	
	課税標準
	税率

	1,000 万円以下の金額
	10％
	
	1,000 万円以下の金額
	10％

	3,000 万円 　　〃
	15％
	
	3,000万円 　　〃
	15％

	5,000万円　　 〃
	20％
	
	5,000万円　　 〃
	20％

	１億円　 　　 〃
	30％
	
	１億円　   　 〃
	30％

	３億円　　 　 〃
	40％
	
	２億円以下の金額     　 
	40％

	―
	
	
	３億円        〃
	45％

	３億円超の金額
	50％
	
	６億円        〃
	50％

	―
	
	
	６億円超の金額
	55％


　
　
また、贈与税に関しても平成27年１月１日から以下のように改正が行われます。直系尊属から贈与を受けた場合、贈与税の税率が大幅に下がるので、贈与税の納税猶予制度をより利用しやすくなっているといえるでしょう。
■20歳以上の者が直系尊属から贈与を受けた財産に係る贈与税の税率
	課税標準
	税率
	
	課税標準
	税率

	200 万円以下の金額
	10％
	
	200万円以下の金額
	10％

	300 万円 　　〃
	15％
	
	400万円 　　〃
	15％

	400 万円 　　〃
	20％
	
	600万円　　 〃
	20％

	600 万円　　 〃
	30％
	
	1,000万円　 〃
	30％

	1,000 万円 　〃
	40％
	
	1,500万円   〃  　 
	40％

	―
	
	
	3,000万円   〃
	45％

	1,000 万円超の金額
	50％
	
	4,500万円   〃
	50％

	―
	
	
	4,500万円超の金額
	55％


■上記以外の贈与財産に係る贈与税の税率構造
	課税標準
	税率
	
	課税標準
	税率

	200 万円以下の金額
	10％
	
	200万円以下の金額
	10％

	300 万円 　　〃
	15％
	
	300万円 　　〃
	15％

	400 万円 　　〃
	20％
	
	400万円　　 〃
	20％

	600 万円　　 〃
	30％
	
	600万円　   〃
	30％

	1,000 万円 　〃
	40％
	
	1,000万円   〃  　 
	40％

	―
	
	
	1,500万円以下の金額
	45％

	1,000 万円超の金額
	50％
	
	3,000万円   〃
	50％

	―
	
	
	3,000万円超の金額
	55％



　納税猶予制度は、その名の通り全額免除されるわけではなく、猶予を受けた分はいずれ支払う必要がありあす。しかし、一定の要件を満たせばその「いずれ」を延長することができます。
　ただし、その「一定の要件」が厳しいため、本税制を利用する経営者は限られていました。また、相続が発生する前に経済産業大臣の「事前確認」を受けておく必要があり、これもまた適用を受けるにあたってハードルを上げていました。
　次の図は平成24年９月までの相続税・贈与税の納税猶予制度の適用件数です。それぞれの時点においての累計を示しています。適用件数が伸び悩んでいる様子が分かります。
■相続税・贈与税の納税猶予制度の適用数
	
	相続税・贈与税の納税猶予制度

	
	事前確認
	贈与認定
	相続認定

	22.3.31
	573
	29
	153

	22.9.30
	1380
	29
	231

	23.3.31
	1899
	96
	286

	23.9.30
	2313
	96
	316

	24.3.31
	2758
	167
	348

	24.9.30
	3063
	168
	381


以上のような背景を鑑み、平成25年度税制改正によって、相続税・贈与税の納税猶予制度を促進するために大幅な要件の緩和が行われました。
次ページから、今般の緩和内容を含め、相続税・贈与税の納税猶予制度の適用を受けるための要件を確認していきます。




　後継者である受贈者が、贈与により非上場会社の株式等を親族（先代経営者）から取得してその会社を経営していく場合には、その後継者が納付すべき贈与税のうち、その株式に対応する贈与税が、先代経営者の死亡等の日までその納税が猶予されます。
なお、先代経営者又は後継者が死亡した場合は、納税が猶予されている贈与税の納付が免除されます。また、納税猶予の適用を受けた非上場株式は、後継者が相続によって取得したものとみなし、贈与時の価額によりほかの相続財産と合算して相続税を計算しますが、贈与税の納税猶予から相続税の納税猶予へ切り替えることも可能です。
【贈与税の納税猶予制度の概要図】
後継者（＝受贈者。先代経営者の親族）が、先代経営者から一定以上の自社株式の贈与を受け、本制度の要件を満たす場合には、贈与前から後継者が既に保有していた議決権株式を含め発行済完全議決権株式総数の３分の２に達するまでの部分について、贈与税の全額の納税が猶予されます。













後継者である相続人等が、相続等により非上場会社の株式等を被相続人（先代経営者）から取得し、その会社を経営していく場合には、その後継者が納付すべき相続税のうち、その株式等に係る課税価格の80％に対応する相続税について、その後継者の死亡等の日までその納税が猶予されます。
なお、後継者が死亡した場合には、納税が猶予されている相続税の納付が免除されます。
【相続税の納税猶予制度の概要図】
後継者（＝相続人。先代経営者の親族）が、相続により非上場会社の株式を取得し、本制度の要件を満たす場合には、後継者が相続前から既に保有していた議決権株式を含めて、発行済完全議決権株式総数の３分の２に達するまでの部分について、課税価格の80％に対応する相続税の納税が猶予されます。













　相続税・贈与税の納税猶予制度を受けるためには、会社・経営者・後継者それぞれに満たすべき要件があります。いずれか一点でも満たしていない場合には、同税制を適用することはできません。
　その要件とは、以下の通りです。　

①中小企業者であること
■中小企業者
	業種目
	資本金
	従業員数

	製造業その他
	3億円以下
	300人以下

	製造業のうちゴム製品製造業
（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く）
	3億円以下
	900人以下

	卸売業
	1億円以下
	100人以下

	小売業
	5,000万円以下
	50人以下

	サービス業
	5,000万円以下
	100人以下

	サービス業のうちソフトウェア業又は情報処理サービス業
	3億円以下
	300人以下

	サービス業のうち旅館業
	5,000万円以下
	200人以下


②上場会社、風俗営業会社でないこと
③従業員が１人以上であること
④資産管理会社に該当しないこと
　資産管理会社とは、総資産に占める日事業用資産の割合が70％以上の会社（資産保有型会社）、及び、総収入金額に占める非事業用資産の運用収入の占める割合が75％以上の会社（資産運用型会社）をいいます。
　ただし、常時使用従業員が５名以上いるなど、事業実態があるものとして一定の要件を満たす場合には資産管理会社には該当しないものとされます。

①会社の代表者であったこと
②役員を退任すること（贈与税の猶予限定）
　※平成27年１月１日より本規定は廃止
③相続開始直前において、現経営者と現経営者の親族などとで総議決権数の過半数を保有し、かつこれらの者の中で筆頭株主であったこと。

①現経営者の親族であること　
※平成27年１月１日以降の相続・贈与で要件が廃止され、親族外でも可能に
②相続開始の直前において役員であり、相続開始から５か月後に代表者であること。
③相続開始時において、後継者と後継者の親族などとで総議決権数の過半数を保有し、かつこれらの者の中で筆頭株主であること。


○事業承継の計画的な取組みについて経済産業局で確認。
※平成27年１月１日以後に取得する財産に係る贈与税については廃止
○審査後、確認書が交付される。
※平成27年１月１日以後に取得する財産に係る贈与税については廃止

○贈与の翌年１月15日までに、確認書を添付して申請。
○審査後、認定書が交付される。
○認定書の写しとともに、贈与税の申告書等を提出。
○納税猶予税額及び利子税の額に見合う担保＊を提供。
＊特例を受ける非上場株式の全てを担保提供すれば納税猶予税額及び利子税の額に見合う担保提供があったものとみなされる。


○経済産業局へ「年次報告書」を提出（年１回）。
・認定時の要件を引き続き維持していることなどを報告。
○税務署へ「継続届出書」を提出（年１回）。
・引き続き納税猶予の特例を受けたい旨などを届出。
○税務署へ「継続届出書」を提出（３年に１回）。
・引き続き納税猶予の特例を受けたい旨などを届出。
納税猶予期間中に、以下の事項に該当すると納税猶予が取り消されます。
	主な場合
	５年以内
	５年経過後

	株式の一部譲渡等
	A
	B

	代表者でなくなった
	A
	C

	雇用８割の維持不可
	A
	C

	資産管理会社に該当
	A
	A


A：猶予制限全部到来（全部取消）
Ｂ：猶予制限一部到来（一部取消）
Ｃ：猶予継続

○事業承継の計画的な取組みについて経済産業局で確認。
※平成27年１月１日以後に取得する財産に係る相続税については廃止
○審査後、確認書が交付される。
※平成27年１月１日以後に取得する財産に係る相続税については廃止


○相続開始後８ヶ月目までに、確認書を添付して申請。
○審査後、認定書が交付される。
○認定書の写しとともに、相続税の申告書等を提出。
○納税猶予税額及び利子税の額に見合う担保＊を提供。
＊特例を受ける非上場株式の全てを担保提供すれば、納税猶予税額及び利子税の額に見合う担保提供があったものとみなされます。


○経済産業局へ「年次報告書」を提出（年１回）。
・認定時の要件を引き続き維持していることなどを報告。
○税務署へ「継続届出書」を提出（年１回）。
・引き続き納税猶予の特例を受けたい旨などを届出。
○税務署へ「継続届出書」を提出（３年に１回）。
・引き続き納税猶予の特例を受けたい旨などを届出。

	主な場合
	５年以内
	５年経過後

	株式の一部譲渡等
	A
	B

	代表者でなくなった
	A
	C

	雇用８割の維持不可
	A
	C

	資産管理会社に該当
	A
	A


A：猶予制限全部到来（全部取消）
Ｂ：猶予制限一部到来（一部取消）
Ｃ：猶予継続

　納税猶予制度は、前出の通り納税を「猶予」されるための制度です。一定の要件を満たさなくなった場合、猶予が取り消されて納税を行わなければならなくなります。


●後継者が会社の代表者であること
●雇用の８割以上を維持していること
※平成27年１月１日以降は
「常時使用従業員数の平均が、相続開始時又は
贈与時における常時使用従業員数の８割」に変更
●後継者が筆頭株主であること
●上場会社、風俗営業会社に該当しないこと
●猶予対象株式を継続保有していること
●資産管理会社に該当しないこと
●猶予対象株式を継続保有していること
●資産管理会社に該当しないこと


　



　Ａ社は、製造業を営んでいる会社です。現在の代表取締役であるa社長が創業しました。優良な顧客も多くいることから、できれば会社を存続させたいと思っています。
　株式はその80％をa社長が、20％を役員である妻のbが保有しています。
　かねてからの懸念事項だった後継者問題ですが、大学卒業後一般企業に勤めていた子どものｃが後を継ぐことを承諾してくれました。そこで相続税・贈与税の納税猶予制度を利用し、ｃに自社株を移転していくことにしました。
■Ａ社の基本データ

納税猶予制度を選択するにあたって考慮すべき事項は、以下のようなものになります。
■納税猶予制度導入の手順
	1.納税猶予税額の試算

	2.株式納税猶予制度の選択是非の検討、要件チェック・問題点の確認

	3.事前対策の立案と実行

	4.生前の計画的な取組み策定

	5.経済産業大臣に対する確認申請（贈与前・相続開始前）　
※平成27年１月１日以降要件廃止

	6.贈与の実行・相続の開始

	7.経済産業大臣に対する認定申請（贈与後・相続開始後）

	8.納税猶予制度を選択する旨の税務申告書提出

	9.経済産業大臣への報告・税務署長への届出書提出

	10.次世代への事業承継の準備



　５年後に現経営者aの持株のうち３分の２（評価額６千万円）を贈与し、贈与税の猶予制度を利用することにすると、納税猶予額は以下のように試算できます。なお、本年は自社株式以外の贈与はありません。









※平成27年以降の贈与税額で計算
　上記から、贈与時に3,300万円の納税猶予が受けられることが分かりました。


（１）先代経営者（贈与者）の要件
	会社の代表者であったこと　
	○

	役員を退任すること　
	△（贈与時には要件廃止済）

	先代経営者と同族関係者で発行済み議決権株式総数の50％超の株式を保有し、かつ、その同族関係社内で筆頭株主であったこと　
	○


（２）後継者（受贈者）の要件
	先代経営者の親族であること　
	○（ただし贈与時には要件は廃止済み予定）

	会社の代表者であること
	△（５年後にその予定）

	20歳以上であり、かつ、役員就任から３年経過していること
	△（２年後に経過予定）

	後継者と同族関係者で発行済み議決権株式総数の50％超の株式を保有し、かつ、その同族関係社内で筆頭株主となること
	○


（３）対象会社の要件
	中小企業基本法の中小企業であること　
	○

	上場会社、風俗営業会社でないこと
	○

	資産管理会社に該当しないこと
	○

	従業員数が１名以上であること
	○


（４）事業継続期間の要件
	５年間認定を受けた会社の代表者であること
	○（予定）

	雇用の８割以上を維持すること
（ただし贈与後に要件緩和予定）
	○（景気の変動に影響されにくく過去10年間通じて８割を切ったことがないため、問題ないと予想）

	贈与を受けた対象株式を保有していること
	○（予定）


以上から、適用を受けるための要件については満たしていることが分かりました。

　現在母親ｂが所有している株式についてどう承継していくかについても、検討する必要があります。母親ｂが所有している株式を後継者ｃが贈与・相続で取得する際には、相続税・贈与税の納税猶予制度は利用できません。
　また、発行済株式等の総数の３分の２までしか納税猶予は受けられないため、今回は13.4％の自社株については贈与を行いませんでした。この分をどのように贈与又は相続していくかについて、検討を行う必要があります。
　上記について考慮しつつ、今後以下のような計画に則って承継を進めていく予定です。
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相続税・贈与税の納税猶予制度








○○○○○○税理士法人





経営者が必ず直面する事業承継問題


納税猶予制度の概要


納税猶予制度の活用事例～Ａ社の場合
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○○○○○○税理士法人





経営者が必ず直面する事業承継問題
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1事業承継で重要な「自社株対策」

















2議決権対策と納税資金





議決権対策








1








納税資金に配慮した税制「納税猶予制度」
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＜Ａ社の場合＞


　Ａ社経営者が保有する自社株式評価額…３億円


　Ａ社経営者保有の全株式を後継者Ｂが相続


　相続人は後継者Ｂ一人





自社株式　３億円





その他の財産　１億円





課税対象





猶予対象





対象株式　２億円





相続した自社株式のうち


発行済議決権株式の３分の２部分





全相続財産





相続税額（全相続財産にかかる分）





相続税額（上記対応分）：6千万円





納税猶予額





対象株式の20％　4千万円円





相続税額：600万円





30%





15%





【改正後】





【現行】





【改正後】





【現行】





【改正後】





【現行】





3平成25年度税制改正による納税猶予制度の要件緩和











納税猶予制度の概要
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1納税猶予制度の概要











非上場株式等に係る贈与税の納税猶予制度の概要





1








保有株式の


一定以上の贈与





③後継者（受贈者）





②先代経営者（贈与者）





④対象会社





①計画的な承継に係る取組み





⑦その後





⑥事業継続期間（５年間）





経済産業大臣の確認





贈与





事業継続のチェック


（経済産業局への報告）





⑤経済産業大臣の認定





非上場株式等に係る相続税の納税猶予制度の概要





2








株式の相続





③後継者（相続人）





②先代経営者（被相続人）





④対象会社





①計画的な承継に係る取組み





⑦その後





⑥事業継続期間（５年間）





事業継続のチェック


（経済産業局への報告）





相続の開始





経済産業大臣の確認





⑤経済産業大臣の認定





2会社・経営者・後継者の要件（相続税・贈与税）











会社の要件
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又は





現経営者の主な要件





2








3








後継者の主な要件











3贈与税の納税猶予についての手続





贈与前





贈与の実行





申告期限まで





納税猶予の開始





申告期限後５年間





５年経過後











4相続税の納税猶予についての手続





相続開始前





相続開始





申告期限まで





申告期限





申告期限後５年間





５年経過後





後継者の死亡











5納税猶予を「続ける」ための要件





満たせなかった場合





主な要件【相続税・贈与税共通】





申告期限後５年間





全額納付





５年経過後





譲渡した株式の割合分だけ納付





全額納付





納税が猶予されていた税額の全部又は一部と利子税は、上記納付する場合となった日から2ヶ月を経過する日（納税猶予期限）までに納付する必要があります。


　なお、利子税の額は、相続税・贈与税の申告期限の翌日から納税猶予期限までの日数に応じた額となります（年利2.1%の単利計算）。





次の場合には、猶予されていた税額の納付が全額免除されます。


　（１）現経営者が死亡した場合【贈与税】


　（２）後継者が死亡した場合【相続税】【贈与税】





また、申告期限後５年経過後は、上記（１）（２）に加え、次の場合も税額の納付が免除されます。


　（３）会社が破産・特別清算した場合（直前５事業年度の配当・過大役員給与を超える猶予税額を免除）【相続税】【贈与税】


　（４）親族以外の者に納税猶予を受けた会社の株式の全部を譲渡した場合（譲渡対価を超える猶予税額を免除）【相続税】【贈与税】


　（５）次の後継者に猶予対象株式を生前贈与して贈与税の納税猶予を受ける場合（贈与税の納税猶予対象分を免除）【相続税】





納税猶予制度の活用事例～Ａ社の場合

















4








1背景の確認











現経営者：a（60歳）


後継者　：c（25歳）…aの子ども（現在、当社役員）


承継方法：親族内承継、株式贈与


承継時期：５年後に社長交代





業　種　：製造業


資本金　：１千万円


常時雇用従業員数：２0人


○資産管理会社ではない


○上場会社、風俗営業会社ではない








2納税猶予額の試算











自社株式　６千万円





課税対象





猶予対象





全贈与財産





贈与税額（全相続財産にかかる分）





贈与された自社株式のうち


発行済議決権株式の３分の２部分





対象株式　６千万円





贈与税額（上記対応分）





納税猶予税額：3,300万円





55%





3選択是非の検討、要件チェック・問題点の確認











要件の確認





1








残された懸念事項





2








4生前の計画的な取組み策定











贈与税の


納税猶予


制度





贈与税の


納税猶予


制度





納税猶予制度の


利用





取引先


金融機関


に紹介





b





a





暦年贈与





暦年贈与





80





77





75





70





66.6





0





0





0





0





0





0





社長





0





3





5





10





13.4





80





80





80





80





80





80





取締役





副社長





30





31





32





33





34





35





36





37





38





39





40





65





66





67





68





69





70





71





72





73





74





75





公正証書


遺言の


作成





社内への


計画発表





家族


会議





引退





相談役





会長





社長





9億円


3千百万円





10億円


4千万円





8億円


3千万円





売上高


経常利益





①aから長子cへの親族内承継。


②５年目に社長交代（代表権をｃに譲り、aは会長へ就任）








〒○○○-○○○○ 


○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○


TEL **-****-**** / FAX **-****-**** 


e-mail：***@**********
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